





































                                                          














第 1項 筆者による先行研究 
佐藤（2013）では主に文献研究によって，日本の自治体におけるマネジメント手法を整
理・分類し，図表 1 のような類型化を行っている。 
 























































 旧地方自治法第 2 条第 4 項に規定されていた「その地域における総合的かつ計画的な行
政の運営を図るための基本構想」に基づいて策定される基本計画と実施計画のことをいう。 















 佐藤（2013）によれば，業績予算（Performance Budgeting: 兵庫県川西市で事業別予算と
いう名称で実施），事務事業評価（三重県），業務棚卸（静岡県），時のアセスメント（北海
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第 2節 インタビュー調査の概要 




























                                                          


































○四半期に 1 度 PDCA サイクルを回し業務の改善を行うようになった 
○週に 1 回の幹部会議は主に報告事項の情報伝達がほとんどで，30 分程度で終わっていた
が，それが戦略会議という名称に変わってからは，局長達が他局の課題についても議論す
























































○「ワーク」は 2011（平成 23）年度の 1 年間で作成した。 














○四半期に 1 度 PDCA サイクルを回し業務の改善を行うようになった（再掲） 




に 1 回のサイクルを回していている 
○当時も現在も予算事業は約 1,300 である。そのうち「ワーク」として束ねたのは約 600
であり，「ワーク」の数は 165 であり（2017 年度末時点），現在も試行錯誤中である 
 以上のように，ワークとしてまとめた事業群 165 については，四半期に 1 度 PDCA サイ
クルをまわして，業務等の改善を図っている。これについて，筆者は他の自治体での例を
知らない画期的な取組であると考えている。 
 また，広島県庁における行政評価の導入は 47 都道府県の最後に行われたとなっており
（総務省，2017），この年（2011 年（平成 23 年）度）は，ワークが軌道に乗った年と一致




















































図表 3 政策立案と資源管理の分離 
 






第 4項 広島県庁の組織パフォーマンスの変化   
 筆者の考案した役所組織の業績指標 ６を用いた広島県庁のパフォーマンスの年次推移は
図表 4 のとおりであり，上昇傾向にあるといえそうである。 
 
図表 4 広島県の組織パフォーマンスの年次推移 
  2010(H22) 2011(H23) 2012(H24) 2013(H25) 2014(H26) 2015(H27) 
県内総生産（10 億円） 10,577 11,011 10,613 10,875 11,173 11,491 
歳出決算額（同上） 945 912 887 908 909 930 
組織業績 11.19  12.07  11.97  11.98  12.29  12.36  
  




る行政区域の GDP がどれほど上がったかが分かると考えている。 
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 なお，県内総生産の金額は 3 年経過後に公表されるため，2016（平成 28）年度の組織業
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